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ん｡乞兀(RZ),ｊｈｅＧクセα/ＨｍＷ"丑w可ｉＥＱｒﾉﾉｶ9ＷαルビＤｊｍＦに「

研究の背景および目的 興の取り組みを一旦振り返り，個々の事業の達成状況や

残された課題を整理し，後半５か年に向けて有効な施策

を検討するために「震災復興総括・検証」を行ったり、

その検証作業は，「生活再建」，「安全都市」，「住

宅・都市再建」，「経済・港湾・文化」の４つの分野で

分担されている．その中の「生活再建」分野では，生活

再建に対する概念的な整理を行う必要性を提示し，検証
を進める具体的な課題として，第１に「生活再建とは何

か」を取り上げている．そこでは，震災復興における生

活再建の基本構造を次のように捉えている．「生活再

建」は神戸市の総括・検証で取り上げた他の分野と重層

的に絡み合った複雑な構造をしており，その基本構造は
図-１のように示される．図－１は，まず震災復興の一番の

基本である社会基盤の復旧が基底にあり，次に個々の住

宅再建と都市の再建，経済の活性化や中小企業対策など

があって，これらすべてが被災者の生活再建に影響を及

ぼしている状況を表す．さらに，被災者の生活自体が生

１． 

(1)研究の背景
２０００年１月１７日阪神・淡路大震災は発生後５年の節

目を迎えたが，被災者の生活はどのような過程を辿り，

どの程度再建したのであろうか．従来の災害対応，復

旧・復興過程を考えた場合に，生活再建が行政レベルで

のメインなテーマになったことはなく，この震災を契機

として着目された非常に新しい課題であった．しかも，

その事業規模は従来とは比較にならないほど大規模であ

った．しかし，課題としては新しい反面，実際の復興業

務としてはこれまでにない大規模なオペレーションを必

要とし，復興に携わる被災地の実務者は，被災者の様々

なニーズに対して，試行錯誤を繰り返して取り組まなけ

ればならないのが実状であった．過去５年間，この問題

に対応する行政施策として，全てにおいて考えられる最

善を尽くして取り組んできたと災害対応者は自負できる

という反面，それが生活再建の全てだと言い切ることは

誰にもできないという状態にある．このことは，真に生

活再建についての概念的な整理がなされていない結果で

あり，復興に携わる被災地の実務者の間では，復興の後

半５年間の「生活再建」の進捗状況をモニターしていけ

るような指標を構築することが渇望されている'〕．

(2)生活再建とは－神戸市震災復興総括・検証をもとに－
神戸市は，1995年６月に策定した神戸市復興計画に基

づき，膨大な復興事業を実施してきたが，これまでの復
図－１生活再建の基本構造

(資料：神戸市震災復興総括・検証生活再建分野）
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み出す生活再建独自の問題があるため，「生活再建」は

非常に複雑な構造をしていることが理解できる．だから

こそ，「生活再建とは何か」を一口に定義することは難

しく，これまでそれを容易に捉えることができなかった

といえよう．

生活再建分野では，このように定義が困難な「生活再

建」について検証すべき項目を以下のような方法で整理

し，明確化している．まず，草の根による検証を重視す

る観点から，できるだけ多くの市民の声を聞き，その人

たちの認識を検証に反映するため，一連のワークショッ

プを開催した．そして，それぞれのグループでの「生活

再建実感」に関する討議を通して，ＴＱＭ（TotalQuality
Management）において問題発見の手法として用いられる
親和図にまとめた．さらに，各ワークショップの代表が，

その人たち自身がまとめた親和図をもとに生活再建の実

感を報告することで，それぞれの立場での生活再建につ

いての認識を共有するとともに，全体の意見を集約した

結果，生活再建の７要素が抽出された．すなわち，生活

再建は「すまい」，「つながり」，「まち」，「こころ

とからだ」，「そなえ」，「行政とのかかわり」，「く

らしむき」の７つの側面から構成されることを明らかに

した．したがって，本論文において，生活再建過程を定

量化する際には，ここで示されたように生活再建を多面

的な視点で捉えるという概念を反映することにした．

過程の全体像を捉えることは困難であり，新たにその進

捗状況をモニターできる指標を構築する必要がある．

そこで本研究では，以上のような必要性を受け，被災

地の復旧・復興の進捗状況を定量的かつ多面的にモニタ

ーできる指標を提案することを目的とする．また，その
指標を阪神・淡路大震災後の神戸市に適用し，生活再建
過程の把握を試みる．

２．「生活再建」をモーターするための指標の定義

(1)指標化に用いた統計データの要件
震災後の生活再建過程を定量的にモーターするための

指標を構築するために，まず利用した社会統計の要件を

示す．ある地域での社会・経済活動を継続的に測定する

統計を新たにもつことは，多くの付加的な＝ストを必要

とするため，国や自治体が通常業務として位置づけない

限り，測定の継続は困難である．仮に，それが新たに業

務として位置づけられたとしても，震災復興に特化した

社会統計という考え方そのもの自体賢明とはいいがたい．

その理由として，ｌ）まったく新しい指標を構築したとし

ても，それでは震災前の状態を知ることができないため，

震災の影響を明確化できない，２）他地域との比較を行う

ことも，実施はコスト面で困難であることが挙げられる．

したがって，本論文では，今後，永続的に測定していく

可能性も考慮し，これまでに国や地方自治体が通常業務

の一環として長期にわたって収集・整理し，一般に公表

してきた多様な社会統計を利用して，震災後の生活再建

過程を解明することにした．

(2>生活再建の進捗状況を表す社会統計の標準化
通常，公表されている各種の社会統計は，単位あるい

は変動の幅等が異なるため，指標の相互関係を単純に比

較することはできない．そこで，多数の個別指標を標準

化するために，本論文では経済企画庁国民生活局が提唱

している新国民生活指標（People，sLifbIndicators：PLI）
の概念5)を援用した．PLIとは，真の豊かさとは何かを考
える上での参考に資するため,国民生活の多面的な側面

をきめ細かく把握するとともに，地域社会の生活実態や

特徴をとらえ，国民生活の質の向上に寄与することを目

的として作成されている．具体的には，国民の生活状況

を表す多様な社会統計を，表－１に示した８つの生活活動

領域によって客観的かつ体系的に整理し，それぞれの指

標を標準化することによって定量的に表現している．こ

のようなPLIの概念と神戸市震災復興総括・検証で明ら

かになった生活再建の７つの要素には，生活の状況を多

面的かつ定量的に把握するという点で類似性があると考

(3)復旧・復興状況を表す指標化の試みとその必要性

神戸市震災復興総括・検証の生活再建分野では，第２

の取り組むべき課題として，復興の後半５か年の間，生

活再建の進捗状況をモニターしていけるような指標の必

要性を挙げている．このような指標の提案によって，前

述した生活再建の７要素の時系列変化を捉えることが可

能となり，今後の施策決定やその実施に対して有用であ

ることを示唆している．

兵庫県（1997）ｚ)｣)および桜間（1998）４)は，震災後の

復旧・復興状況をモーターするための指標を提案し，阪

神・淡路大霞災後の兵庫県における復旧・復興状況の実

態とその過程の把握を試みている．まず，兵庫県が提案

した「産業復興指数」は，被災地域の業種別８業種（鉱

業・製造業，電気・ガス・水道業，卸売・小売業，金

融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業，そ

の他業種）の純生産額について，鉱工業生産指数，観光

客入り込み数などの指標を使い，重回帰分析を用いて震

災前後の月額を推計し，震災後の月額と震災前（1994年

同月＝100）との比によって表される指標である．また，

桜間が提案した「復興度」は，震災後の最低レベルを０，

震災前の水準を100として各年の実績値を数値化したも

のである．しかしながら，前者ではあくまで産業復興指

数の測定対象がフロー面の産業活動水準であると定義し，

純生産ベースで評価を行っているため，建設業などのス

トック面や産業以外の分野が受けた影響までを把握する

ことができない．また，後者では，震災後に各指標が示

す最低レベルを０として復興度を算定するため，震災後

の社会，経済活動が震災前に比ぺて落ち込んだ分野には

適用できるが，震災直後から活動状況が盛り上がるよう

な分野への適用は難しいといえる．これらに加えて，兵

庫県の実績値の変動には，兵庫県を含む国全体における

景気の悪化や金融不安など，震災以外の影響も含まれて

いるため，それらの影響を除去し，震災のみによる影響

を抽出するための工夫を考案する必要があろう．したが

って，従来の検討からは，多様な側面をもつ復旧・復興

表－１新国民生活指標（PLI）の８つの活動領域j）

活動領域

住む

費やす

働く

育てる

内容

住居,住環境.近隣社会の治安等の状況

収入,支出，資産.消費生活等の状況

資金,労働時間,就業機会,労働環境等の状況

(自分の子供のための)育児･教育支出`教育施
設,進学率等の状況

医療・保健,福祉サービス等の状況

休暇,余暇施設,余暇支出等の状況

(成人のための)大学,生涯学習施設,文化的施

設ﾛ学習時間等の状況

婚姻`地域交流,社会的活動等の状況

癒
遊
学

す
ぶ
ぶ

交わる

(資料:経済企画庁国民生活局）
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(％） えた．したがって，本論文では各社会統計の標準化に際

して，ＰＬＩで提案されている方法を援用することにした．

標準化指数とは，対象とした期間における各月の変化

率の絶対値の平均が１となるように変化率を標準化した

上で，各月の変化率を基準月（ここでは，９４年１２月と

する）の水準を１００として月々累積加工したものである，

以下に，個別指標を標準化するための方法を示す．

a)対称変化率ｑ(')の算出

まず，個別指標DiO)のもつ特性によって計算方法を２
種類に分類し，対称変化率CXOを算出する．対称変化率
とは，個別指標Ｄｊ(【)について中心化した変化率である．
・ＣＡＳＥｌ：指標が通常の指数や現実のレベルそのものの

場合

、i(1)－，１('-1）ｘ１ＯＯ［,_ａｌ
Ｃ(')＝Ｄｉ(,)＋α(ノー,）

璽
Ｚ 

ＤＩ(！)：個別指標
ｊ：指標番号

［：時点

ｃ,(ノル対称変化率
，ＣＡＳＥ２：指標が比率の場合，または０値や負値をとる

場合

ｑ(/)＝DjO)－，i(【－１） ［l-b］ 

b)標準化因子（４）の算出

‘信些211 ［2］ 
Ⅳ－１ 

Ⅳ：標準ｲﾋ期間の時点数．なお，本論文では標準

化期間を，992年４月から1998年１２月までの

８１か月間としており，Ⅳ＝８１である.

ＡＩ：標準化因子（変化率の絶対値の加重平均値）

c)標準化平均変化率（Bj(/)）の算出

Ｏ(Ｏ 
ＢＩ(【)＝－ ［3］ 

Ａｉ 

ＢＫ,)：標準化平均変化率（変化率の標準化）

｡)標準化指数（SXO）の算出
基準時点の８，(1)を，0０（％）とし，標準化平均変化率

βj(1)から次式により順次ｓ'(【)を算出する.なお，本論文
では基準時を阪神．淡路大震災発生時の前月である９４年

１２月としており，８１(94.12)＝100（％）とした.
・ＣＡＳＥＩ：

200＋ａ(1) 
＆(『)＝Ｓｉ(r-l） ［4-a］ 

図－２生活再建指標（Rl）の概念モデル

変動を表している．しかし，このような震災後の実絞値

S小,の変化のすべてが震災による影響とは限らない例
えば，地域ｘで被災した場合に，災害発生とは異なる要

因で地域ｘを含む国全体の景気が悪化したとしよう．そ

の際には，地域Jrのある社会統計が示す実績値は，被災

と景気の悪化という２つの要因で減少することが考えら

れる．そこで，震災の影響による直接の効果を把握する

ためには，被災しなかった場合にその指標が示したであ

ろう変化を想定し，被災地域ェを含む地域全体で変化し

た自然災害以外の要因による社会情勢の影響を取り除く

必要がある，ここでは，もし震災が発生しなければ，地

域其のある社会指標が示したであろう値の変動が，地域

xoにおける同一項目の社会指標が示す値sfo浜.,と同じ傾向
で推移していたものと仮定した．つまり，地域ｘｏのある

社会統計の標準化指数siO鋲Jは，災害が発生した場合もそ
の影響を受けず，発生しなかった場合と全く同じ推移を

辿るものと考えた．そして，もし災害が発生しなければ，

地域ェにおける社会統計の標準化指数ｓｉＭは，基準とな
る地域和のそれと同じ傾向で推移すると仮定した．した

がって，地域ｘの生活再建指標Ｒｌは，式[5]のように定
義することができる．

RJt.i=Si肱戸Sjqw ［s］ 

Ｒ１ｈ,：地域ｘの災害発生後第／期における生活再建
指標

ｓＬ.,：地域xの災害発生後第／期における社会指
標の実績値の標準化指数

siqx.,：災害が発生しなかったであろう地域ェ（地
域xo）での社会指標の推定値

生活再建指標ＲＩの推移を示した図-2(b)にみられるよう
に，地域xにおけるある社会指標の水準が，基準とした

地域jFoの水準と等しければ，生活再建指標ＲＩはＯとな

り，地域ｘにおける生活再建が地域ｊｍにおける状態に運

２００－ＢＩＯ） 

・ＣＡＳＥ２：

Ｓ(/)＝８１(/－１)＋β,(r） ［4-b］ 

SXO：標準化指数

なお，式[4-a]については，Ｓ(/)の中心化した変化率を，
標準化平均変化率Ｂｉ(【)と一致させるものと考えることが
でき，次式のように書き直すことができる．

ｓｉ(０－ｓ(ノー'）×,｡。 ［4-a，］ Ｂｉ(【)＝ｓｉ(【)＋α(ノー,）
２ 

(3)生活再建指標（Recoverylndex：ＲＩ）の定義

図-2(a)および(b)には，本輪文で提案する生活再建指標

RIの概念モデルを示した．図-2(a)中のＳ恥0,は，地域ｘ
におけるある社会指標が災害発生後に実際に示した値の

－２１５－ 



表－２生活再建指標（R1）の算定に用いた神戸市および全国の統計指標とその実績値（1994年１２月）

ＩＤ Ａノ

簾０
１
２
３
４
５
６
 

１
１
１
１
１
１
１
 

Ｆ
Ｆ
Ｆ
Ｆ
Ｆ
 

総数

人ロ加数

社会珀加散

里
副
羽
晒
卯
師
副
記

壜
僅
７４ パス1000人）鰐数 D５ＢＢ 

|鬘
|薑

実収入

実支出

剛字

１
２
３
４
 

９
９
 

ＪＲ日本健散(10ﾛﾛ人）IＺ９７９７１５０1.815

（1000人）、ＨｈＺＤＺ９０ＩＵＯ７ＤＯＯＺ.“６

： 
受給資格決定件故
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４
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Ｆ５９市地下総数………0人’：蓋M:１１:：｜鴬厭
事故件数

死者数

傷者数

社会指標，すなわち災害が発生しなかった際に達成した

であろう仮想の各種社会統計の値sjqx.,が必要である.こ
こでは，地域ｘを神戸市，基準となる地域Jroを被災地域
外，すなわち被災地を除く全国（以降，全国とする）と

仮定し，阪神・淡路大震災後の神戸市の生活再建状況を

定愛化した．しかし，このように仮定する際，全国にお

ける各社会統計には，震災による影響がなかったのかと

いう問題が生じる．表－２には，本論文で用いた神戸市お

よび全国における社会統計６).7),10)の項目を第２列目まで

に示し，標準化指数を求める際に基準（100％）とした

1994年１２月におけるそれぞれの実績値を第３，４列に示

した．また，これらの各社会統計に対して，神戸市と全

国との比を求め，震災前に神戸市の社会・経済活動が，

全国のそれに対してどれくらいを占めていたのかを第５

列に示した．ただし，主要駅別乗車人員（F35～F73）に

した状況を表す．また，それが基準とした地域j、の水準

より低い値を示せばマイナス値，それより高い値を示せ

ばプラス値で震災の影響が表される．このような仮説の

もとに，ある地域ェの示す各社会指標の水準と基準地域

xoのそれが示す水準との差分を継続的に示すことで，震
災の影響からみた復旧・復興状況を明確化した．

３．阪神・淡路大震災後の神戸市の生活再建状況の

定量化とその考察

(1)SYC墨,の設定
式[5]を用いて生活再建指標を推定するためには，生活

再建状況を把握したい地域ｘにおける災害前後の各種社

会統計の実績値SiLr,,と，基準とする地域xoにおける各種

－２１６－ 

IＤ ｷ目０１ １項目 神戸市(A） 全国（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)(％） 

Ｆ１ 人口(1000人） 総数 1,5ZＯ '29509,000 1.215 

２３ ＦＦ 
人ロ増加数 人ロ地加数

社会増加数

5４３ 

２８３ 

-143 

-】6１

円庵、肉
人ロ動態 出生

死亡

婚姻数

離婚数

1,160 
900 

877 

210 

1Ｍ,400 

80,600 

72,000 

150700 

1.111 

1.117 

1.Z18 

1J38 

FＢ 百貨店販売額 総額(100万円） 42,5ZＯ 1,430,700 2.,7Ｚ 

F９ 

F1０ 

金融(健円） 預金残高

貸出残高
87,935 

82,636 

4,620,460 

4,80n,330 

1.903 

1.721 

F11 

F12 

企薬倒産(億円） 件数

負債金額 １４ ４３ ４１ ４１ ２９ ●ＰＧ １２ 
3.Z96 

1.168 

F13 

F14 

貿易(通関実緬）

(億円）

輸出額

輸入額
4o396 

ZOO15 

370517 

240518 

11.71 

8.218 

F15 

F16 

睡竪壁工

(1000,ｴ・戸）
建築物延べ床面積

新設藩エ住宅戸数

305 

2,093 

18,783 

127国3２

Ｌ６２４ 

Ｌ６４４ 

７８９０ １１１２ ＦＦＦＦ 
消費者物価

指数

(億円）

緯合

食料

家計消鍵支出
有効求人倍率

l０１ 

ＩＯ３ 

３ 

0３３ 

100 

100 

】8０

０．６５ 

1.437 

Ｆ２１ 

Ｆ２２ 

Ｆ２３ 

Ｆ２４ 

Ｆ２５ 

Ｆ２６ 

大型小売店

販塞麺
百貨店

(100万円）

総額

衣料品
飲食料品
家具

家庭用電気機器
家庭用品

429520 

U80869 

14,803 
,31 

280 

10345 

194300700 

604,900 

412,800 

39,900 

13,500 

470700 

2.972 

3.119 

3.0Ｍ 

2.333 

2.074 

2.820 

F27 

F28 

F29 

F30 

F31 

F32 

大型小売店

販売額
スーパー

(100万円）

繕額

衣料品

飲食料品
家具

家庭用電気機器

家庭用品

Z9,0“ 

７A00 

12,407 
794 

2,238 

2,156 

1,Z73,100 

3“,500 

555,300 

30,ZOO 

67,200 

740100 

2-293 

2.030 

2.羽４

Z､62, 

3.330 

2.910 

F3３ ＪＲ西日本 駕敗(1000人） 12,979 7150000 1.815 

F3４ 民鉄(1000人）Ｉ総数 29,210 1,UO7DOOO Z.“６ 

F35 

F36 

F37 

F38 

阪急電鉄

(1000人）

数宮甲本緯三六岡
4,287 

1,911 
祠4

561 

皿O7DOOO

H,107,000 

10107.000 

1,107,000 ７３７１ ８７６５ ３１００ ００００ 
F39 

F40 

F41 

F42 

阪神電鉄
(1000人）

数町宮影総元三御
40OII 
367 

1,526 
４５Ｚ 

19107,000 

U,107,000 

10107,000 
10107,000 

0362 

0.033 

0.138 

0.041 

F43 

F44 

F45 

F46 

山陽電鉄

(1000人）

総数

板宿
月見山

垂水

1,533 
４７２ 

１６７ 

ＺＺ３ 

皿070000

1,107,000 

1,107,000 

Ｍ07,000 ００００ ８３５０ ３４１２ １０００ 
F4フ

F48 

F49 

F50 

F51 

神戸電鉄
(1000人）

総数

湊１１１

鈴蘭台

北鈴HH台
西鈴蘭台

507“ 
２８５ 

491 

341 

291 

191079000 

1,1070000 

1,107,OOO 

lD107DOOO 
1,107,000 １６４１６ 艶、Ｍ⑱、●●ｃ●■ ０００００ 

F52 

F53 

F54 

F55 

F56 

F57 

神戸高速鉄道
(1000人）

総数

三宮

元町

高速神戸
新開地

高速長田

3,055 
４３１ 

Ｚ8１ 

６５７ 

記４

４４６ 

1,107,000 

1,1070000 

1,107,000 

1.107,000 

1,107,000 

1.107,000 ００００００ 
Z76 

040 

0Z6 

051 

051 

040 

F5B 北神急行電鉄 谷上(1000人） 362 1,1070000 ０ 033 

F59 

F60 

市営地下

(1000人）

鉄 総数

三宮 ３３ ９９ ００ ９．■ ８２ 
1,107,000 

】,107,000 ００ 
731 

189 

ＩＤ 1百穂１項Ｅ 神戸市（Ａ） 全国（B） (Ａ)/(日)(%）

F61 

F62 

F63 

F64 

F65 

謹川公I且Ｉ

新長田
名谷

学園都市
西神中央

403 

4“ 

1,075 
543 

781 

1,Ⅱ07,000 

1,107,000 

1,107,000 

1,107,000 

1,107,000 

0.036 

0.042 

0.097 

0.049 

0.071 

６７８９ ，，節、
神戸新交通

ﾎﾞｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ線
(1000人）

総数

三宮

市民病院前
市民広堪

Ｍ３Ｚ 
738 

174 

154 

'’1070000 

1,1079000 

1,107,000 

1,1070000 

0.12, 

0.067 

0.016 

0.014 

F70 

F71 

F72 

F73 

神戸新交通

六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ線
(1000人）

総数

住吉

魚崎

ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾝﾀｰ 

7５１ 

３０２ 

9７ 

191 

1,107,OOO 

1pIO7pOOO 

1,107,000 

1,107,000 ｔ０００ 
O68 

0Z7 

DO9 

DI8 

F7４ 市バス(1000人） 総数 99588 6２７００００ 1.529 

Ｆ７５ 

Ｆ７６ 

Ｆ７７ 

Ｆ７８ 

Ｆ７９ 

Ｆ８０ 

ＦB1 

F82 

F83 

F84 

FB5 

F86 

全世帯･1か月間

平均消費支出額
(億円）

総額

食料
住居
家賃地代

光熱･水道

家具･家事用品
被服及び履物

保健医療
交通･通{且
教育

教養娯楽

その他

2,582 
656 

113 

７０ 

１０Ｚ 

９７ 

１８Ｚ 

７５ 

Hね

114 

2,0 

781 

179,555 

43,249 

13,ZZO 

６０２１９ 

8,482 

8,074 

12,921 

4,955 

15,616 

4,901 

18,Z09 

50日4９ “鏥蝿脚汕抑繩諏蠅趣碑劉１１０１１１１１１２１１ 
F87 

F8B 

F89 

全世帯･1か月間
の収入と支出

(億円）

実収入

実支出
黒字

6,”9 

3,923 
3,016 

488,7Z1 

243,115 

2450606 ０４８ ２１２ ４６２ ＬＬＬ 
F90 

F91 

F92 

F93 

F94 

着エ建築物

延べ床面積

(1000,2） 

鴛数

木造

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
鉄骨造

305 

4９ 

３１ 

130 

8８ ３４１６０ ８９０７５ グ８Ａグ心８６１３６ 
１ 

２５６６６ ２０３３２ ６７２４３ ６●●ＢＧ ００２３１ 
F95 

F96 

F97 

F98 

一般iil栞紹介

(パートタイム

を含む）

新規求職申込件数

月間有効求職者数
新規求人数
月間有効求人数

3,593 

Z3,202 

2,6Z８ 

70658 

３７１，OOO 

UP701pOOO 

352,000 

1,057,000 

0.968 

Ｌ３“ 

0.747 

0.725 

F9９ 

F100 

F101 

F102 

日雇職薬

紹介状況
就職件数

有効求職者数
新規求職申込件数
就労延数

861 

440 

1１ 

792 

田,000

46,000 

1,000 

皿7,000

1.037 

0.957 

Ｌ100 

0.677 

F１０３ 

Ｆ１０４ 

Ｆ１０５ 

雇用保険(一般）

(－般・１００万円）
受給寅格決定件数

受給者実人貝
支給額

MZ2 

10D7Z3 

10540 

105DOOO 

753DOOO 

1O1o6” 

1354 

1.424 

Ｌ514 

Ｆ１Ｄ６ 

Ｆ１０７ 

労働被保険者

(日雇･100万円）

受給者実人員

籍支給額

345 

1７ 

31,000 
2.201 

0.885 

0.786 

F108 

F109 

F110 

Fl11 

F112 

F113 

生活保腫

(100万円）

人員

保匝費総額

生活扶助
住宅扶助
教育扶助

医療扶助 ７４５０５５ ８３７１１２ βＡＡ３６ ● 

２３１ 
１ 

２ 887,000 

133,851 

49Ａ２０ 

１０β1３ 
631 

70,両５ ６５４７８７ ４６８００９ ５５９０４２ ●●⑪０●● ２２２３２２ 
１１１１ ＦＦＦＦ ４５６７ 

犯罪 刑法犯髭知件数

凶悪犯

粗暴犯
窃療犯

1,“５ 
皿

４６ 

1,484 

145,000 
５５９ 

2,984 

1580000 

1.148 

1.,68 

Ｌ542 

0.939 

F118 

F119 

F120 

交通事故 事故件数

死者数

傷者数

812 

1２ 

1,078 

68,6” 

１，明5

81,945 

1.2,8 

1.148 

1316 



することによって，個別指標がもつ誤差の影響を取り除

き，そのグループのもつ真の特性を見出そうとした．

図－４には，神戸市における１２０項目の社会指標から抽

出した６種類の生活再建パターンを示した．これによる

と，まず，大別して，震災の影響がはっきりと見られる

もの（パターン１～4）と影響がはっきりしないもの（パ

ターン５，６）に分類できる．後者のうち，パターン５は，

神戸市における生活水準が震災前後を通して，常に全国

レベルを上回っている過程を表す．また，パターン６は，

震災前から減少傾向を示し，震災後から約３年間急減し，

９８年５月に一時急増するが，また以前のように減少傾向

を示している．一方，震災の影響がはっきりとみられる

ものは，震災によって一時的な落ち込みはみられている

が，その後震災前の状態に戻っているものと（パターン

１，２）と戻っていないもの（パターン３，４）に分類でき

た．特に後者については，震災によって一時的な落ち込

みがあっただけでなく，震災前の傾向にはみられなかっ

た漸減傾向が震災後顕著化した項目群である．したがっ

ついては，各民間鉄道会社の主要駅に関する各データに
対して全国の民間鉄道会社における総乗車人員を用いた．

表~２によると,震災前の神戸市における港湾の経済活
動を除く社会・経済活動は’わが国の政令指定都市とい

うこともあって’その実績値だけをみると大きいがⅢ港

湾を除く全国の社会●経済活動に占める割合は0.002％

～3.44％と非常に小さいことがわかった，また，神戸港

における経済活動については,全国の港湾に対して，輸

出額で1171％，輸入額で８．２２％と比較的大きなシェア

を占めていたが，梶谷ら（2000）８)によると，神戸港に
おいて減少した貨物が国内の他港により代替され，全国

の港湾における活動そのものには震災の影響がないこと

が明らかにされた．したがって,以上のことから，神戸

市を中心とする今回の震災がそれ以外の地域に与えた影

響は,全くないとは言い切れないが，ほとんど無視でき

るものと想定し,基準地域を全国とするという仮説が妥

当であるものとした．

(2)定量化に用いたデータセット
２．で述べてきた手法に基づいて，阪神・淡路大震災後

の神戸市における生活再建過程の変動を推定した．その

際，個別指標DAOとして用いたデータは神戸市が通常業
務の一環として長期にわたって収集している『統計神

戸』（1992.4～1994.4）６)および『データこうぺ』
（1995.10～1998.12）７)において一般に公表された社会統

計である．ただし，職業紹介関連の指標（F95～FlO2）

は，各地域の担当公共職業安定所によるデータを基に算

定したことから，神戸市西区の一部を除き，三木市，三

田市，吉川町を含むものとした，)．なお，これらの１９９２
年４月から1998年１２月までの８１か月間にわたる月別の

データセットについては，神戸市のご協力で提供してい

ただいた．また，生活再建指標ＲＩを求める際に用いた全

国における社会指標sio鋲.1は，『日本統計月報（総務庁統
計局）』（1992.4～1999.4）１０)から入手した．本論文では，
これらの統計書に掲載されたすべてのデータのうち，対

象期間中，神戸市と全国において比較が可能であった

120項目を用いた．なお，その項目については表－２に示

したとおりである．
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(3)Ｒ1指標でみた６つの生活再建パターン
神戸市における１２０項目の社会統計を対象として，そ

の背後に存在する生活再建パターンを客観的かつ定置的

に分類・抽出するため，クラスター分析を実施した．こ

の手法は，多次元の情報の因果関係を解きほぐし，可能

な法則住を推理するのを助ける数学的手法で多変量解析

に属する．なお．，クラスター分析の手法は，その分け方

の基準として組み合わせ的な方法の１つであるWar。法，

分類の距離の計測には平方ユークリッド距離を用いた．

図－３には，1992年４月から1998年１２月までの神戸市

における社会統計を非類似度（距離）によって，グルー

プ化した結果をデンドログラムで表した．なお，図中の

F数字は表－２で付した指標ＩＤを示し，横軸に示した数値

は，各サンプル間のもつ性質の類似度を表し，この数値

が小さいほど類似度は強く，大きいほど類似度は弱くな

る．これによると，神戸市における生活再建過程には，

デンドログラムに示したような６種類のパターンが存在

することがわかった．また，それぞれのパターン下に内

在する本質的な傾向を抽出するため，各グループに属す

る各社会指標の平均的な推移を求めた．具体的には，同

じグループに属するすべての指標の各月別データを平均 図－３生活再建指標（Ｒ１）のクラスター結果
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ものも存在したことを示唆している．また，交通に関す

る活動の復旧・復興過程にはパターン１～４が存在し，復

旧・復興状況が鉄道全般に必ずしも一様ではなく，会社

毎にその状況が異なることがわかった．また，この分野

には，パターン２と４がみられることから，交通活動へ

の漣災直後の影響の大きさがうかがえる．職業紹介状況，

人口，生活保護および住宅・家賃地代の復旧・復興過程

についても，影響が明らかでないパターン５と６を含む

２つ以上のパターンを有することがわかった．輸出入に

関する復旧・復興過程はパターン３と４を示しており，

いずれも現時点で震災以前の状況に戻れず，特に輸入額

については震災直後に非常に大きい落ち込みを経験した

ことがわかった．以上，各項目が示した復旧・復興過程

を６つの生活再建パターンから大まかにみてきた．次に，

各項目が辿ってきた独自の生活再建過程に対して，生活

再建パターンおよび個別指標の推移傾向に着目すること

によって，より詳細な考察を加えることにする．

a）「建股」（すまい）
建設関係の指標は，いずれも震災による建設需要の増

大とその終結を示唆している．本論文では図示しなかっ

たが，建設関係の指標はいずれも震災後一時的に落ち込

んだ後，即座にブーム期を迎え，その増加基調のなかで

徐々に一定の水準に落ち着いていく傾向を示す．これは，

震災による大量破壊が被災地に膨大な建て替え需要を一

斉に生んだために，これまでの５年間においては建設関

係活動が活性化したことを示している．今回被害の大き

かった１日市街では，住宅の新規開発の時期から一定の建

て替え特需をもとにした成熟マーケットの段階に入って

いたと考えられる．また，震災による１５万棟の滅失は今

後１０年間分の建て替え需要に相当すると推測される．し

かし，現在は建て替え特需も終結期に入っており，今後

需要先取りによる新規需要の落ち込みが予想される．

b）「耐久消費財」（すまい）
震災による破壊は建物被害だけではなく，家具，家庭

用電気機器，家庭用品，衣類などの家財の被害も引き起

て，このグループに含まれる社会指標の推移は，行政が

施策を講じていく上で震災後も継続的にモーターしてい

く必要があり，今後注目すべき項目であると考える．さ

らに，これらの生活再建状況と併せて，震災直後に表れ

る変数群の落ち込みの程度についても，それぞれ大小の

２つに分類することが可能となった．すなわち，パター

ンｌおよび３には確かに震災の影響がみられるものの，

パターン２および４に比べると，被災直後の震災による

落ち込みが小さかったことを示唆している．

(4)６つの生活再建パターンからみた復旧・復興状況
ここでは，神戸市の６つの生活再建パターンを構成す

る指標はどのようなものか，言い換えれば，神戸市の

様々な社会活動分野がいかなる復旧・復興過程を辿って

きたのかを検討した．

表－３は，６つの生活再建パターンを構成する１２０の個

別指標を，建設，交通などの１９項目で分類・整理したも

のである．なお，参考として各項目が神戸市震災復興総

括・検証で明らかにした生活再建の７つの要素のいずれ

に相当するのかを併せて記した．また，各指標に付した

符号は，その指標が震災前後，すなわち対象期間全体を

通して，どのような基調で変動してきたのかをデータの

回帰分析によって，客観的に判断した結果を表す．なお，

[+]，［0]，［-]はそれぞれ増加，停滞，減少傾向を示す．
まず，各項目がどのパターンで復旧・復興してきたの

かを大まかにみていくと，建設，耐久消費財，交通事故，

光熱・水道，収入，支出および物価はいずれもパターン

Ｉの傾向のみを示した．すなわち，これらは震災直後に

一時的かつ小さな落ち込みを経験したが，すぐに震災以

前の状況に戻ったことを示す．これらのうち前者２項目

はストックの再建，残りの５項目はそれに対してフロー

の再建とみなせる．次に，食料品，教育，保健医療，企

業倒産・雇用保険失業給付および犯罪の復旧・復興過程

には，パターン１と３が混在しており，震災直後の影響

は小さく，一時的であるが，震災以前の状況に戻らない

図－４神戸市における社会指標でみた６つの生活再建パターン
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企業努力による雇用の安定が図られてきたことが示唆さ

れる．しかし，企業が倒産した場合の負債額は増加傾向

を示しており，企業倒産の大型化の傾向がうかがえる．

j〉「犯罪」（つながり）
犯罪数は認知件数，検挙件数ともに震災によって一時

的に減少した．その後，再び件数の増加があり，凶悪犯

については震災前の状況に戻っている．一方，粗暴犯，

窃盗犯については増加傾向を示すものの，震災前の状況

には戻っていないのが現状である．

k）「交通」（まち）
ここでは，交通に関連する指標として，市内の各交通

機関の乗車人員の動向を用いた．これによると，各機関

とも震災によってサービス停止を余儀なくされ，旅客数

は顕著に落ち込んだ．その後の回復状況をみると，必ず

しも一様ではなく，会社毎に異なることがわかった．例

えば，駅ビルの崩壊など被害の大きかった三宮駅をみて

も，阪急電鉄では乗車人員が震災後一時的に減少するが，

震災から1年が経過した1996年１月には震災前の状況に

達している．一方，阪神電鉄三宮駅では，阪急電鉄と同

様，震災後一時的に大きく減少するが，回復できない状

況が続いている．このように，競合路線をもつところで

はサービス停止が長引いた路線ほど，その後の回復がみ

られないことが明らかになった．また，このことから，

競争相手が存在したビジネスでは，自社サービスの停止

がシェアの縮小につながっていることを示唆している．

|）「職業紹介状況」（くらしむき）

ｉ)で考察した「雇用保険失業給付」に関する生活再建
状況と同様に，職業紹介状況に関する復旧・復興過程か

らも，雇用に対する積極的な施策を反映して，全国に比

べて高い水準に達している状況がうかがえる．

、）「人口」（つながり）
まず，婚姻数と離婚数をみると，いずれも震災による

一時的な減少がみられる，しかし，婚姻数はその後震災

前の状況まで回復しているが，離婚数は震災前の水準に

戻っていない．このことは，震災を契機として夫婦の絆

が強化されたことを示唆する．さらに，出生数と死亡数

をみると’出生数は震災前の状態まで回復したが，死亡
数は依然として低い水準を保っていることがわかった．

しかし，人口増減と社会増減をみると，いずれも震災時

に一時的な減少を経験し，その影響から回復できないま

まの状態が継続している．こうした状態は，神戸市にお

ける人ロの自然増の傾向を考慮すると，神戸市への流入
人口の減少を示唆している．

なお，神戸市の総人口については震災の影響よりもそ

の後の調査・推計状況，すなわち’995年10月の国勢調

査の時点で，震災の影響により届出をせずに市外に居住
を移していた人の影響が大きいといえる’１)．したがって，
この指標から震災の影響を明らかにするのは難しい．

､）「生活保護費」（くらしむき）

生活保護者層と被災者層との間に－部重なり合いが存
在する．したがって，震災後の被災者対策の存在によっ

て，生活保護者層がもつ扶助ニーズが震災を契機として
減少している．とくに，手厚い被災者対策が講じられて

いた住宅扶助に関してこの傾向が顕著にみられた．

o）「輸出入」（くらしむき）

神戸市の経済の根幹に関わる神戸港での通関輸出入額

をみると，輸出・輸入とも震災直後に落ち込みを経験し

ており，とくに，輸入の落ち込みは大きかった．その後

も，輸出入ともに落ち込みを回復できず，むしろ傾向と

してはさらに減少傾向を示している．このように，競争

こした．建物に建て替え需要が生まれたように，耐久消

費財についても買い替え需要が喚起するはずである．耐

久消費財の需要は震災直後一時的に小さく落ち込んだ．

しかし，その後２～３か月で回復している．購入先をみる

と，百貨店の販売額が回復後漸増を続けるのに対して，

スーパーの販売額は漸減傾向が衣料品，家具，家庭電気

機器に共通して現れている．こうした耐久消費財の購入

が資産形成の意味も持つとすると，スーパーの苦戦と百

貨店の好調の裏には被災地での高級品志向が顕著に表れ

ているといえる．しかし，これらと比べて比較的安価な

家庭用品については，百貨店とスーパーの双方で販売額

が漸増の傾向がみられた．

c）「交通事故」（そなえ）
交通事故に関する指標も震災後一時的な減少をみせた

が，その後震災前の状況まで回復したパターンを示して

いる．経年的な推移傾向をみると，交通事故発生件数と

それに伴う負傷者数はともに減少傾向を示した．一方，

交通事故による死者数は震災後漸増していることから，

一度交通事故が発生すると，被害が大きくなる傾向が示

唆できよう．

d〉「光熱・水道」（くらしむき）
震災によって光熱・水道の消費は一時的な落ち込みを

みせたが，その後消費は回復している．しかし，震災後

の傾向は一貫して消費が漸減している．これは，日々の

生活の基礎となるライフラインの消費に対して強い節約

傾向が生じたためと考える．

e）「収入」・「支出」・「物価」（くらしむき）
１世帯当たり１か月間の実収入，家計消費支出および

総合物価指数のいずれに関しても，震災による一時的な

落ち込みを回復し，その後漸増傾向を示している．

f）「食料品」（くらしむき）
震災によって食料品関係の消費には一時的な落ち込み

があった．しかし，現時点までには被災前の状況に戻っ

ている．食料品が日常生活で必要とされる物資という性

格を考慮すると，このような早期の回復は当然といえる．

また，域内での百貨店での食料品の販売額は横ばいを続

け，スーパーの販売額は漸減傾向を示している．また，

消費者物価指数も震災後は低下傾向を示しており，震災

以前の状況まで回復していないこれらのことは，住民

の食料に対する大量購入を示唆している

g）「教青」（つながり）
教育に関しては，生活保護費（教育扶助）および１世

帯当たり１か月間の平均消費支出額（教育）の２指標が

存在する．このうち，教育面での支出は震災を契機とし

て減少し，依然として回復できないでいる．それを補填

するかのように生活保護費の教育扶助が増加している．

すなわち，教育に対する市民の熱意は本質的に変化して

いないもののⅡここにも経済的な余裕のなさがしわ寄せ

となって現れているものと推測される．

h）「保健医療」にころとからだ）

保健医療に関しては，いずれも震災後一時的に減少し，

その後保健医療費は震災前の水準に回復したが，生活保

護費は震災前の水準よりも低いままである．しかも，震

災後の経年変化はいずれも減少傾向にある．

i）「企業倒産・雇用保険失業給付」（くらしむき）

企業倒産およびその結果発生する雇用保険失業給付と

を関連づけて考察する．震災発生後は一時的に倒産件数

が減少し，その後も倒産件数は低い水準を保ち続けてい

る．それに伴い，雇用保険の失業給付も日雇労働者を含

めても漸減傾向を示しており，震災への危機感に対する
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表－３生活再建過程の6つのパターンに基づく指標体系表

交通事故
【そなえ】

曲面
【くらしむき】

犯皿
【つながり】

金融
【くらしむき】

－２２０－ 

パターン１ 摩Ｖ－墜室
１ 

パターン２

八Ａ

蕊１
r'ｗ 

２ 

パターン３ ､P虚薗y白､､ﾐベ
３ 

起成

【すまい】
F15趣憂物延べ床面積[+］

F16新設住宅着エ戸数[+］
F９０着エ建築物延べ床面積(総数）［+］
F91藩工睡箪物延べ床面積（木造）［+］
F９２筋エ建凝物延べ床面積

（鉄骨鉄筋コンクリート造）［+］
F９３着エ延篭物延べ床面積

(鉄筋コンクリート造)団
F94許工睡竺鞄錘ぺ庄宙１J杏(姓丹浩)「+１

■T夢へ)ロ瓦阿

【すまい】
F２２百貨店販売額(衣料品）［+］
F２４百貨店販亮額(家具）［+】
F２５百貨店販売額(家庭用通気機器）Ｂ］
F２６百貨店販売額(家庭用品）［+】
F２８スーパー版売額(衣料品）［-】
F３０スーパー販売額(家具）［-］
F３１スーパー販売Ｈ１(家旺用敵気橿械器具）［‐］
F３２スーパー販売額(家庭用品）［+］
F８０１世帯当たり１ヶ月間の平均消塾妻Ｈ１輯

（家具・家事用品）［o］
F８１１世帯当たり１ヶ月間の平均消費支出額

(被鰹丑ぴ屈物）「刊

交通事故
【そなえ】

F11B交通事故件数（総数）［-］
F119交通事故死者数Ｆ］
F120交禰画故色侭軒数｢-１

i醤|:蕊1１ F７９１世帯当たり１ヶ月間の平均消叉支出額
(光熟・水RHI）卜１

収入
『＜らしむき】

F８７１世帯当たり１ヶ月間の実収入[+］

支出
【くらしむき】

F１９家計消費支出（全世帯）［+］
F７５１世帯当たり1ヶ月間の平均消回古州麹

（緯額）［◆］
F８６１世帯当たり1ヶ月間の平均消費支出額

(その他の消丑古111)田
F８８１世帯当たり１ヶ月EIIの宝支出｢+１

牡
[くら －１ 

因
、宍】

F17消BR者物価指数（総合）［+］

食料品
【くらしむき】

F２３百貨店販売額(欲食料品）［O］
F２９スーパー阪売額(欲食料品）［-】
F７６１世帯当たり１ヶ月間の平均消費古州輯

(食料）「+１

F18消受者物価描数(食品）［-］

教官
【つながり】

F1１２生活保阻且（教育扶助）［+］ F８４１世帯当たり１ヶ月間の平均消挺支出8，
(教百）『+］

僅睡慶毎
【こころとから耀】

F８２１世帯当たり１ヶ月間の平均消貝支出額
(保他医鰹）「－１

F113生活保腫費(医鯉扶助）［-］

企案倒産.
屈用保険失乗給付

【くらしむき】

F12企栞倒産(負債額）［+］
F106日届労働被保険者胆用保険失業給付

（受給者実人貝）［－］
F107日雇労働被保険者雇用保険矢案給付

【鍵支給餌)｢-１

F11企某倒産(件数）［-］
F103雇用保険失業給付(受給資格決定件数）Ｇ］
F104展用保険失業給付(受給者異人貝）【-］
F105雇用保険失栞給付(支給額）［‐］

犯罪
【つながり】

F1１５刑法犯(凶悪犯）［O］ F114刑法犯罪狸知件数（総敗）［‐］
F116刑法犯(粗暴犯）［+］
F117知I逹犯【窃窪、〕「+１

交通
【まち】

Ｆ３３ＪＲ乗車人口[+］
F45山､l電鉄乗車人口(月見山駅）［+］
F５９市営地下鉄乗車人貝（健数）⑱］
F６０市営地下鉄乗車人員(三宮駅）［+］
F６１市営地下鉄乗正人貝(漢111公園釈）［_】
F６２市営地下鉄乗車人員(新長田釈）［+］
F６３市営地下鉄乗車人員(名谷駅）［+］
F６４市営地下鉄乗車人員(学園都市駅）［+］
F６５市営地下鉄乗車人員(西神中央駅）［+］
F８３１世帯当たり１ヶ月間の平均消費支出額

(交通・通侭）［+］

F35阪急矼鉄乗車人員(総数）［-】
F36阪急斌鉄乗車人貝(三宮駅）［0］
F37阪魁麺鉄乗車人貝(六甲駅）［-］
F38阪急愈鉄乗車人員(岡本駅）［0］
F43山阻矼鉄乗車人員(健数）［0】
F46山阻晒鉄乗軍人貝(垂水釈）［O］
F70神戸新交通六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗正人貝

（鍵数）［+］
F71神戸新交通六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人口

（住吉HR）【刊
F72神戸新交通六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人員

（魚崎駅)田
F73神戸新交通六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人口

（ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾝﾀｰHR）Ｂ】
F66神戸新交通ﾎﾞｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ繍染軍人貝

（総数）Ｇ］
F67神戸新交通ﾎﾞｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人口

（三宮駅）［-］
F68神戸新交通ﾎﾞｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人員

（市民病院前駅）［-］
F69神戸新交通ﾎﾞｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ線乗車人貝

(市民広俎駅）「-１

F42阪神矼鉄乗車人員(御影駅）［-］
F47神戸矼鉄乗車人貝(健数)曰
F49神戸近鉄乗車人員(鈴､U台駅）［-］
F50神戸通鉄乗車人員(北鈴田台KR）［-］
F51神戸近鉄乗車人員(西鈴■台駅）［-】
F5B北神急行冠鉄乗車人員(谷上駅）［-］
F７４市バス乗車人員[-］

【くらしむき】
Ｕ‐Ｕ可JMF巴句、平氏〒星二斤天品ＬＵＪ

F９７新規求人数[01､
F９８月間有効求人数[0］
F102B囲職菜紹介状況・就労廷数[+］
F99就８m件数[刊
F101日雇HP=紹介状況・新規求職申込件数｢+】

｢雨－頁～

人ロ

【つながり】
F４出生数[-］
F６婚姻数[-】

２３５７ ＦＦＦＦ 
人口増翠散[-］
社会増減数[-】
死亡数[-］
雛H1散｢-１

生活保臣氏
'ど民Ｌ才習安１

F109生活保凪餐(総額）
Ｆ１１Ｄ牛訂:O巳E莅容（牛雲上卜 卜釛 ｢-１ 

輸出入
【＜らＬむき］

F１３通関輸出額[-］

住宅･家叉地代
【すまい】

金政
｢て民ＬｵP安】



表－３生活再建過程の6つのパターンに基づく指標体系表(前頁のつづき）

－２２１－ 

パターン４ (池四
４ 

パターン５ ＆【空1２２
５ 

パターン６

亜放
【すまい】

、グ、､、互脚Ｕ

【すまい】

交通事故
【そなえ】

光雛･水辺
｢＜員Ｌ寸蜀夫１

収入
｢＜畠lオ曾虫１

支出

【くらしむき】

油函
【くらしむ窪】

食料品

【くらしむき】

敏官
【つながり】

鐸侭塵■
【こころとからだ】

企案倒産｡
■用保険失乗姶付

【くらしむき】

犯罪
【つながり】

F34民鉄(ＪＲ以外の各線）乗車人員[-］
F39阪神矼鉄乗車人貝(総敗）［－］
F40阪神趾鉄乗車人員(元町駅)[_］
F41阪神電鉄乗車人貝(三宮駅〕曰
F44山H1矼鉄乗車人貝(板宿駅）卜］
F48神戸矼鉄乗車人貝嬢111駅）卜］
F52神戸高遠鉄道乗車人貝(党数）［-］
F53神戸商速鉄道采軍人貝(三宮釈）［-］
F54神戸高速鉄道乗車人目(元町駅）［-］
F55神戸高遠鉄道粂車人員(高速神戸駅）［~］
F56神戸高速鉄逝乗車人貝(新開地駅）［-］

交通

【まち】

F1００日届職菜紹介状況・有効求職者数[O］ 肛采紹介状況
【くらしむき】

ＦＵ人ｐＬ－ｊ 人ロ

【つながり】

F108生活保
F111生活保

区被爆頤人旦曰
田畳(住宅扶助)｢-１

－F■ＦＦ曰亘■

｢<畠１－才P空１

F１４通UU輸入額【-】 灯出入
【くらしむき１

Ｆ７７Ｉ世帯当たり１ヶ月間の平均消交支出額
（住居）［-］

F７８１世帯当たり1ヶ月間の平均消費支出額
(家臼地代）Ｆ１

住宅･正文地代
【すまい】

F９預金孤面[+］
F１０貸出襲忘｢-１

金融
【くらＬむ窪】



相手が存在するマーケットにおいて，被災後のサービス

停止によるシェアの喪失は，従来のサービスを回復する

だけでは取り戻せない゛梶谷ら（2000〉７)は，長期にわ
たる貨物の港湾間相互依存関係を統計分析によって検討

している.その結果として，近距離にある大阪港では輸

出入項目ともに代替措置は一時的なものであったが，遠

距離にある横浜，東京港ではそれぞれ輸入および輸出項
目に関する代替の措置が長期化している可能性を示唆し

た.したがって，今後新たな需要を喚起しない限り，神

戸港における完全復興は不可能ではないかと考える．

p）「住宅．家賃地代」（すまい）

住居関係費である住宅費，家賃地代には震災による顕

著な変化はみられないが，この５年間に住宅関係支出の

漸減傾向がみられた.従来，神戸市は住宅需要の多い都
市部であるために，当然ながら全国に比べて住宅関連支
出が大きな割合を占めている．また，震災後も神戸市の

住宅関係支出は全国よりも高い水準を保っている．しか

し，大量の公営住宅の提供と大幅な家賃補助の実施が影
響して，全体として住宅支出が減少傾向を示している．

q）「金融」（くらしむき）

預金残高および貸出残高のいずれも，神戸市は全国平
均に比べて高い水準を保っている．この傾向が霞災前後

で本質的に変化していないことは特徴的である．また，
預金残高は漸増傾向，貸出残高は漸減傾向を示し，財政

的には震災を契機とした資金の流動化はなく，震災の経
験からかたんす貯金化が進んでいる状況を確認できた．

<の問題点が残されている．本論文に残された問題点お
よび今後の課題を以下に示す．

I）本論文では，神戸市という行政単位での指標に着目し
ているため，震災前からスプロール化の傾向を示して

いた長田区などにおける，震災後の人口移動の影響を

大きく受ける可能性がある．したがって，震災後の人
口変動の状況を把握し，今後，生活再建過程の分析に
際して考慮すべきである．

2）生活再建過程の６種類のパターンに該当する指標の数

には偏りがあり，指標の関連性も直接的なものから間

接的なものまで混在していた．ここで，被災者の生活
再建において，外形的再建と内面的（心理的）再建が

存在すると考えると，後者をよく表すであろう「ここ

ろとからだ」に相当する指標が少なかったために，本
論文において，内面的な再建は十分に把握できなかっ
たものといえる．

3）本論文では神戸市全域を対象として生活再建を捉えよ

うとしたため，神戸市域内での生活再建格差を捉える

ためには，区ごとの集計値，あるいは都市計画事業区

域などの単位で分析するなどの別の工夫が必要である，

また，住民が受けた被害の程度による生活再建の違い，
あるいは過度に被災した人々の生活再建における問題

について検討することも非常に重要な課題であると考

える．したがって，今後は『統計神戸』および『デー

タこうぺ』以外にも神戸市が通常業務の一環として収

集している各種統計を洗い出し，それらも加えて分析
の充実を図ることが必要である．

４．結語と今後の課題

謝辞
本論文では，多様な社会統計を利用することにより，

被災地における生活再建の進捗状況を定量的に推定する

手法を提案した．また，神戸市が現在通常業務の枠内で

継続的に収集し，一般に公表している120種類の統計を

利用して，神戸市における生活再建過程の把握を試みた．

本論文で得られた知見を以下に要約する．

1）神戸市における阪神・淡路大震災の影響は，①被災直

後の落ち込みの大きさ，②その後の回復の程度の２つ

によって，大別して４種類の復旧・復興状況に分類す

ることができた．

2）生活再建指標の中には，震災直後の明確な落ち込みが

存在しないものもあった．しかし，震災前後を通し

てみると，それらの指標の変動にも大きな変化がみ
られた．

3）復旧・復興状況については，それぞれのパターンに属

する各指標のＲ1値（生活再建指標）の平均を求める

ことによって，各パターンの背後にある特性を抽出

できる．

4）生活再建における分野別の復旧・復興状況は，関連す

る指標をまとめて，そこに表れるパターンの違いを

比較・検討することによって把握することができる．

5）『統計神戸』および『データこうべ」に掲載されてい

る統計だけを対象としても，新国民生活指標（PLI）

の概念を援用することによって，生活再建のかなり

の側面について現在の復旧・復興状況を推定するこ

とが可能となることを示唆した．

しかしながら，現在の分析は，あくまでも生活再建過

程を定量的に把握し，モーターする指標をもつことの意

義とその可能性を示しただけで，繊論された指標には多

最後に，本研究を行うに際し，神戸市における貴重な
統計資料を提供してくださった神戸市入居促進センター

生活再建本部（当時）の方々に深く感謝の意を表します．
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